広島市政白書
第2回実行委員会開催された　議論の要旨

〇議論から　（要旨）
・スケジュール的には今までとずいぶん遅れているのですが、これからのみなさんのご協力をよろしくお願いいたします。
・放課後児童クラブ問題
・当初開会・閉会時の延長が出されたが、指導員の確保が難しいことから、7月から朝だけ30分の延長をすることになった。労組としては協力すると言わざるを得ない状況になっていた。時間延長するということが上からの決定事項として、話が進められてきており、指導員がやらないのなら、民間でやるとか出て、指定管理者問題ともかかわり、そこをしたくないとしたからです。無料についても、これまで公設公営無料でやっているのだから、30分のために有料化しないよう申し入れたが、そこは当局が話をすると言って口を出すなと一割された。これは基本部門からの問題ではなく保護者の選択が増えたと、いうものだからと年間2400円が提起された。この金額に対して、有料化の一歩という声も出ている。
指導員としては、5.5時間の勤務で、時差勤務の時も8時30分の勤務ということでこの仕事についているのであり、さまざまな問題がある。事情が多くあり配慮しますと、当局が行っている。指導員から困るという話が出ていない。
待機児童問題については、19施設増員をしている。指導員かずが30名の欠員が出ており、あさの時間延長ができるか心配である。保護者へは利用するかどうかのアンケートが当局から出ている。
・朝8時からの開催には保護者は歓迎している。昨年7月当局からアンケートが出され、有料になっても延長してほしいとの声が大きかったと、当局は言っている。
二つの問題があり、一つは、指導員の体制について、当局は大丈夫と言い切っているが、根拠は指導員労組が賛成しているからとなっており、明けてみないとわからない。
有料の問題は、7月のアンケート自体、有料ありきのもので、当然の結果となっている。今保護者の働き具合から当然である。有料にするとは、札幌市では基本部門は無料で、時間延長部分は月2千円である。保護者は2400円/年は多くは賛成です。ただ、一部には苦しい、減免制度を非課税世帯、人数の考慮、就学援助と同じにするかどうか問われている。これを無料にしてくれというか、減免制度を入れてくれというかに分かれる。議論する課題がある。有料したことをきっかけに市長は全体を有料化することを新聞で述べており、有料のサービス向上を付け加えることによって、少しずつ有料化を積み重ねる状況と判断される。
・事務局の考えの中に、公共施設の整理統廃合計画、政令市制度と区役所制度、指定管理者制度のその後、行政の市場化・営利化などアベノミクスと切り結ぶ、せめぎ合いの切り口がとことん見えない。各団体の要求書をだんごにして並べることは、ほかの人に読んでくださいと広げられるものにはならない。と思うが。
　８年前から、各区の懇談会を行い、４年前には、団地問題を訴えるなど中国新聞にもとらえられた。その後、市は各団地の高齢化比率を発表するなどを行っている。
　広島県全体の土砂災害指定個所の半分は広島市だと言われているが、その実態はどうなのか、広島市はこれにどういう対応をとるのか。
広島市政は重要だが、市民にとっては、県政・国政どれをとっても同じことで、どういう切り口で行うのかよく見えない。
・総論の分野としてこれらの見解を出せればいいと考えます。其れを踏まえて各分野別に分析する。
・福祉・介護の分野では、市の社保協で話し合い、地域総行動での松井市政と協議しても、強行してきており、国の先取りをやってきている。自治体の４年前の政策を見ても、すでに経営効率化を求めてきている。各段階で原稿を書くのではなく地域懇談会などで、生の自治体の意見を聴く必要があるのではないかとの意見が出ている。国民健康保険の緩和処置についても、６年間の経過処置をとると言いながら医療費が上がっていく計画が強行されているが、年金収入が決まっている人にとっては、国保料だけでも上がり続け圧迫されている。
次回福祉部会の会議を５月１７日木曜日に１８時から市の民主商工会の会議室で、市の社会福祉協議会の会議と合わせ開く。
・今回の市政白書の総論についての意見として、今日の社会情勢について、みんなが共通の認識に立ち執筆することが今大切ではないかとの意見が出され、どのように対応するのかが問われた。分野との連携で、白書の分野別を作ることになろうと思う。
・４年前の地域懇談会について、地域の実情とか要求を随分やったと思うが、今回やらないのか。時間がない、スケジュールあり、無理だとかはわかるが、５月末までに原稿を書くことは白書がどういう役割があるのか、イメージを作っていかなければいけない。全体の合意が出来ていないし、無理やり提案されているが、実際運動を背景にしたものが、そういう取り組みを背景にして、市民に合流していかなければいけないと思う。運動としてやっていく中身がないと、政策的な提言をする魂が入ったものにならないのではないか。
・公共施設の問題は前回から指摘されていたことで、今広島市の市政の問題で、一番問題になっているのは、２００万人都市構想で、周辺市町と連携をとって、広島市はその中枢都市として、都市機能を集めた広域圏を作る流れである。政府の地域創成計画に似合う、ひと・まち・カネとタイアップして、松井市政は、かっての中四国の管理都市、州都を作ろうとする都市ビジョンを出しており、駅前の再開発、楕円形中心部を作る。周辺部の人口減少の対策には手は付けず、学校の統廃合、保育園、社会教育施設の統廃合が出てくるのではないか。これらを含めて、地域の懇談会の気持ちはわかるが、今までの広島地域総行動で積み重ねたて来られた運動・要求の中身など、前回の市長選挙の後、通年的な運動にしていくなど、市民運動は共同行動実行委員会などの運動の広がりを作ってきた。これらをベースにして、原稿化していただくということが可能ではないか。
新自由化システムの管理者制度を使って、民営化していく、現業部門の合理化を行っていくことが出ており、これにどう対処するか、共有化していかなければいけない。
これまでのさまざまな市民運動団体の日ごろの取り組みが、総括することが重要なことである。
保育の新制度、留守家庭子ども会制度の拡大に伴う実地段階での様々な問題、有料化・民間化、指導員の確保問題、などは、これまでの運動に比して、広島市民にとって大きな問題ではないか。
・来年の市長選・議員選挙に際して、市民の方々の判断をいただくために、政策的なものを、各団体の方々から作り出していただくことが今必要ではないか。
・毎回同じようなことを書いているが、子どもの分野で、凄く問題になっているのが、児童館の民営化であり、指定管理者制度化が検討されている。児童館を学校内教室内に建設するという、児童館の本質を曲げている実態を、告発することが大切ではないか。子どもの立場から見れば、中学生・不登校の子どもたちにとってはいくこともできない事態になる。これをモデルケースにすると言っている。学校内の児童館の遊戯室にはクーラーをつけると言って、地域の賛成を得ようとしている。
留守家庭子ども会問題の一番の問題は、待機児童の問題と、民営化がたくさん進んでいるその中で、企業が運営する率が高く、他の政令市は規制しており少ないのに、広島市は過半数と高い。広島市はまったく無警戒で、大阪市でさえ、民間でも１割しかない。施設の老朽化で、トイレの男女の区別がないなど、子どもにとって、生活環境として劣るものになって、放置されている。運動の紹介以外に絞って書くことが出来たらいい。
・広島市の財政がどういうことが行われているのか、財源的にはどうなっているのか。一例を紹介すると、今年度の予算で、企業立地促進法が進められ予算が２．５倍になった。これは一般財源であり、４６億円が使われている。児童館は一館１億６千万円で建設可能だが、広島市市内には、事業化されていないのが２４カ所ある。建てたら３５億円ぐらいしかならない、財政的はこれでクリアーされる。後は場所の問題で、金がないわけではなく松井市政が何を重点にやっており、どこが犠牲になっているのか明らかだ。
４６億円のばらまきは２３企業に行われ、このバラマキ予算を作るのに、わざわざお金が足らないと、広島市の財政基金の資金を１０億円を崩している。国の企業立地促進法の活用だからここまで出している。
・９月末は、かなり難しいが、各分野で、キチンと統一していくためには、アベノミクスがどこまで広島市政、広島に現れているのか、地方自治と広島市というような講演で、みんなの腹の内を一本化できる場を作らなければいけないのではないか。
各部で頑張る筋を通す場を作っていただき、その仕組みづくりをきちんと出していかないと、要求者の串団子になってしまう。
・広島市の学校教育に対し、この度県からの移譲にともない、広島市の制度に大きな欠陥があり、働く教師の待遇問題が生まれている。また、同じ仕事をしていても給与の違いを生む非正規職員の増加が、今後の教育の質にどういう影響を及ぼすか課題だ。松井市政になってから、今まで行われていた広島市独自政策に予算がなくなり、全国に先駆けた教育がなくなっている。広島市は文科省に呼び出されて指導を受けたとの話もある。
・広島市の職員制度が大きく変わろうとしている。会計年度職員制度が行われようとしており、民間に出来るものは民間へとの流れが作り出されようとしている。公務労働の質的変化が、これからさらに一層進められ、公務労働が、企業支援労働に代わりかねませんが、市職員の方々の思いはどうですか。
・事務事業の見直し作業から、民間移管への意見がどんどん出されており、真面目な職員ほど考えていますが、職員数が減って、手一杯の仕事になっている。兵糧攻めにされ、外部に出さなければいけない状況になっている。事務の統合などは最たるものだ。
人が減らされるということが解っており、上からの鶴の一声になっており、成果主義が入り、アイデアを出し実行すると成果が上がる、そうすることが強くなって、上の人から気に入れられ実行することで満足している。今民間の賃金が上がり、民間に出すことで、合理化されるとは言えない状況が生まれている。入札不調が相次いで出て、事務が遅れていることも役所の一つの課題だ。
高齢化の進行は、人手不足になっており、このような実態を市政白書にどう反映できるか、展望が持てないという職員が多くいるのではないか、これに対して期待に答えることが出来ればと思う。現業職の民間化は、今の副市長の課題で、今現場では不補充が行われている。
・自治労連は今憲法を守るという課題を掲げて、自治体労働者の役割は、憲法を守ることで、９条を守ることも課題だ。また、地方自治を守るということが、崩されており、住民のための行政を行っていくことが、松井市長になって大きく後退していることが大きな問題だ。この点が明らかになる白書としていきたい。

・広島総行動の主な内容は、市内から54団体から参加し、12月8日から3月6日の行い、その総括を行いました。その成果として、就学援助を挙げた、就学前に支給されるなど市民の声が実現されています。あとはなかなか難しく、また、地域ボランティアの活動と称して老人の社会参加のための交通費削減が出されましたが、運動の結果2年延長されました。
結果、高齢者の活動に、ボランティア参加と社会生活の交通費の二通りの助成制度が生まれています。今後は、総事業費の拡大が問題点としてあります。
これからの課題については、各団体が持っている課題について、来年度の市長選に向けて作成される広島市政白書にまとめることが確認されました。
・共通の認識と分野ごとに、ブックレットにまとまった形でコンパクトにまとめることが出来ればいい。
・今の運動の中で、学習することが大切で、多くの学習と討論をしなければいけない。住民要求の関連を私たちのものだけでいいのか。５６団体に案内を出しているが、具体的に出していただきたい。この活動が必要だと思う。
共通認識になるような学習会を持っていくようにしたい。
・前回の市政白書の総論で言われていることは、松井市政が、前秋葉市政からごろっと変わり、新自由主義を貫く市政に転換され、広島市議会も大きく変化し、松井市政は市民の声を聞かないものになった。市民の生活の問題でも増税の問題・消費税に対する姿勢・国民健康保険の滞納の問題での徴収問題などが強化された。地方自治体の民主主義の確立の問題では、学童保育の問題のように、民主主義を削ぐような、市長が決めてそれに従うなど大きな問題になっている。また広島市の平和の問題では、松井市長の姿勢は、核兵器廃絶の国連会議での決議の実行では、国の言いなりになっており、疑問のある対応が指摘される。市民にとって大きな災害であった、８．２０の土砂災害以降、大都市の災害対応についても、触れられている。前回の市政白書を再確認しながら、各分野に置き換えて、今までの経験を踏まえて深める作業を行っていただきたい。この４年間を振り返ると、広島市内では、毎月の学習会の数が多かったこと、多くの場所で取り組まれていた。
[bookmark: _GoBack]今回気をつけなければいけないのが、市町村合併が済んだ、だけど市町村の市政が、市民生活を守ることから、企業を支援する自治体へと組みかえられ、公助・共助・自助から逆になり、自助を前面に出す地方自治体になっている。従って、今回出されている各団体の要求書に対する市の姿勢は、放置されたものになっており、この実態を明らかにし市民の生活を浮き彫りにするということが、今回の白書の役割ではないか。従って、各団体から今掲げている要求を通じて、市民生活を真摯明らかにするように上げていただき、松井市政が、企業や、道州制の州都にするためにやっていること明らかにし批判し、我々は生活の分野の変革を広島市自治体としてやろうとしているのだと、みんなと共有していこうと浮き彫りにしていきたい。
